
平 成 28 年 2 月 3 日

第187回 信用保証利用企業動向調査
（平成27年10～12月期実績、平成28年1～3月期見通し）

建設業以外の業種で悪化しており、特に小売業で大幅に悪化しました。生産・売上

卸売業、サービス業で大幅に悪化しました。採算

小売業以外の業種で悪化しており、特にサービス業で大幅に悪化しました。資金繰り

建設業以外の業種で悪化しており、特にサービス業で大幅に悪化しました。借入難易感

「県内信用保証利用企業の景況はやや悪化しているものの、

先行きについては改善の動きが見られます」

福岡県信用保証協会（本所：福岡市博多区 会長：牛尾長生）は、株式会社日本政

策金融公庫（本店：東京都千代田区 代表取締役総裁：細川興一）と共同で、福岡県

信用保証協会をご利用いただいている中小企業に対し、景況・金融動向を把握するた

め、四半期毎にアンケートを実施のうえ発表しています。

なお、次回の発表は平成28年5月を予定しています。

■お問い合わせ先

保証統括部 保証企画課 中田・伊藤 電話０９２（４１５）２６０９

URL：http://www.fukuoka-cgc.or.jp/ Mail：h-suisin＠fukuoka-cgc.or.jp

— 今回の調査 —

【調 査 時 点】 平成27年12月中旬

【調 査 対 象】 1,539企業

【有効回答数】 314企業（回答率20.4%）

【調 査 方 法】 封書によるアンケート調査
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総合DIの推移

※景気動向指数ＤＩ（Diffusion Index）とは・・・

景気動向指数DIとは、景気の現状と先行きを予測する動向指数で、アンケート調査において、前期に

比べ、「増加（または、好転、容易）」と回答した企業割合から、「減少（または、悪化、困難）」と回答し

た企業割合を差し引いた数値から、季節的な変動要因（季節調整値）を控除した数値です。

概況

今期調査（平成27年10～12月期）による景況動向指数は、全国値では、借入難易感DIでやや改善、資金繰りDI、採算

DIで横ばい、生産・売上DIでやや悪化しており、福岡では、全ての項目でやや悪化しました。

来期予測について、全国、福岡ともに、借入難易感DI以外で改善する見込みとなっています。

コメント ～全国の景況は持ち直しの動きが続いているものの、福岡の景況はやや悪化～

TOPICS（創業サポート保証の創設）

【お問い合わせ先】 保証統括部 保証企画課 ☎０９２－４１５－２６０９

詳しくはお問い合わせください。

地域（まち）の発展や新たな雇用（ひと）の創出に繋がる創業（しごと）への取組みを強化すべく、県内において創

業を予定、または創業後5年未満の中小企業者に対して、創業期から創業後の成長段階における各ステージでの資金

調達を支援する保証商品として、創業サポート保証を創設し、平成27年12月7日から取扱いを開始しました。

商品名 創業サポート保証

事業を営んでいない個人が県内で新たに開業するもので、次のいずれかの要件に該当する会社又は個人

(1)県内において1ヶ月以内（支援創業関連保証にあっては6ヶ月以内）に新たに個人で事業を開始するもの

(2)県内において2ヶ月以内（支援創業関連保証にあっては6ヶ月以内）に新たに会社を設立して事業を開始するもの

(3)個人開業後5年未満のもの

(4)会社設立後5年未満のもの

保証限度額 1,000万円以内（支援創業関連保証の場合は1,500万円以内）

資金使途 創業時又は創業後に必要な運転資金・設備資金

融資期間 10年以内（据置2年以内）

・創業サポート1･･･年0.75％(創業支援等に係る業務連携・協力に関する覚書を締結した金融機関以外の金融機関で取扱いするもの)

・創業サポート2･･･年0.65％(認定特定創業支援事業により支援を受けたもの、支援創業関連保証）

・創業サポート3･･･年0.65％(創業支援等に係る業務連携・協力に関する覚書を締結した金融機関で取扱いするもの)

貸付利率 金融機関所定利率（上限利率は年率1.50％以内）

モニタリング 本保証利用後3事業年度においては、信用保証協会に毎期決算書（確定申告）を提出するものとする（原則として金融機関経由で提出）。

フォローアップ
創業時・創業後のフォローアップを希望するもので、信用保証協会が必要と認めた場合は、中小企業診断士によるフォローアップ支援を行うものと
する（費用は信用保証協会が全額負担、フォローアップの申込日から3年間、原則5回、最大7回訪問。但し、フォローアップの申込日が創業後5年を
経過していないこと）。

取扱期間 平成27年12月7日(月)から平成29年3月31日(金)協会保証申込受付分まで

対象要件

信用保証料
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福岡県の生産・売上DI推移（業種別）

生産・売上DI

業種別では、前期実績に比べ建設業で11.5ポイント改善しましたが、小売業で19.7ポイント、サービス業で8.7ポイント、製造業

で4.9ポイント、卸売業で1.9ポイント悪化しました。

来期予測では、全ての業種で改善する見込みとなっています。

コメント ～建設業以外の業種で悪化しており、特に小売業で大幅に悪化～

全国と福岡県の生産・売上DIの総合
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福岡県の採算DI推移（業種別）

採算DI

業種別では、前期実績に比べ小売業で18.0ポイント、製造業で1.2ポイント改善しましたが、建設業で横ばいとなり、卸売業で

24.1ポイント、サービス業で17.8ポイント悪化しました。

来期予測では、全ての業種で改善する見込みとなっています。

コメント ～卸売業、サービス業で大幅に悪化～

全国と福岡県の採算DIの総合

福岡 前期予測 今期実績 来期予測

総 合 3.7 ▲ 10.3 5.5
製 造 業 15.5 ▲ 6.4 7.3
建 設 業 6.3 4.9 6.2
卸 売 業 ▲ 12.2 ▲ 27.0 ▲ 4.3
小 売 業 ▲ 18.5 ▲ 28.4 0.1
サ ー ビ ス業 17.3 ▲ 14.0 11.1

福岡 前期予測 今期実績 来期予測

総 合 ▲ 2.6 ▲ 16.0 1.4
製 造 業 5.0 ▲ 19.6 ▲ 5.4
建 設 業 ▲ 1.1 ▲ 8.4 4.5
卸 売 業 ▲ 20.7 ▲ 39.3 ▲ 3.6
小 売 業 ▲ 18.9 ▲ 3.5 ▲ 3.4
サ ー ビ ス業 16.5 ▲ 19.5 8.7



業種別では、前期実績に比べ小売業で13.3ポイント改善しましたが、建設業で横ばいとなり、サービス業で20.4ポイント、卸売

業で8.1ポイント、製造業で5.8ポイント悪化しました。

来期予測では、建設業、小売業以外の業種で改善する見込みとなっています。
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福岡県の資金繰りDI推移（業種別）

資金繰りDI

コメント ～小売業以外の業種で悪化しており、特にサービス業で大幅に悪化～

全国と福岡県の資金繰りDIの総合

業種別では、前期実績に比べ、建設業で6.2ポイント改善しましたが、サービス業で13.9ポイント、卸売業で9.0ポイント、製造業

で5.4ポイント、小売業で2.1ポイント悪化しました。

来期予測では、卸売業、サービス業以外の業種で悪化する見込みとなっています。
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福岡県の借入難易感DI推移（業種別）

借入難易感DI

コメント ～建設業以外の業種で悪化しており、特にサービス業で大幅に悪化～

全国と福岡県の借入難易感DIの総合

福岡 前期予測 今期実績 来期予測

総 合 ▲ 10.9 ▲ 14.1 ▲ 8.4
製 造 業 ▲ 12.4 ▲ 16.4 ▲ 9.3
建 設 業 ▲ 7.3 ▲ 7.3 ▲ 7.5
卸 売 業 ▲ 16.2 ▲ 24.5 ▲ 18.6
小 売 業 ▲ 27.4 ▲ 5.4 ▲ 13.9
サ ー ビ ス業 5.0 ▲ 22.2 1.1

福岡 前期予測 今期実績 来期予測

総 合 ▲ 8.1 ▲ 4.8 ▲ 9.2
製 造 業 ▲ 6.8 0.0 ▲ 3.2
建 設 業 ▲ 7.0 3.2 ▲ 11.7
卸 売 業 ▲ 15.4 ▲ 18.4 ▲ 15.8
小 売 業 ▲ 8.4 ▲ 4.2 ▲ 12.8
サ ー ビ ス業 ▲ 5.2 ▲ 13.9 ▲ 4.6



（１）2014年度以降にSN５号を利用した企業は、回答企業の約15％と、2012-2013年度に比べて半減しています。

（２）SN５号を利用した理由は、「金融機関がSN５号を勧めたため」が最多、次いで「金利が低いため」となっています。

（３）SN５号を利用していない理由は、「借入の必要がなかったため」が最多となっており、「SN５号を利用しようとしたが、

融資を受けられなかったため」は少数にとどまっています。

コメント ～セーフティネット保証５号（SN５号）の利用状況について～

特別調査（セーフティネット保証５号について）

（１）セーフティネット保証５号の利用有無

（２）セーフティネット保証５号を利用した理由（2014年度以降） ※複数回答のため、合計は100を超える。

（３）セーフティネット保証５号を利用していない理由（2014年度以降） ※複数回答のため、合計は100を超える。
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※SN５号

業況の悪化している業種に属する中小企業者であって、最近３ヶ月の売上高が前年同期に比べて5％以上減少している等の認

定基準（市区町村長が認定）を満たすものを対象としています。なお、対象業種は、2012-2013年度は600-700業種程度、

2014年度以降は約150-300業種程度が指定されています。


